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別紙 

廿日市市部活動地域展開ポータルサイト等のシステム構築・保守運用業務仕様書 

 

１　委託業務名 

廿日市市部活動地域展開ポータルサイト等のシステム構築・保守運用業務 

 

２　委託契約期間 

契約締結の日から令和９年３月３１日まで 

 

３　業務の目的 

本業務は、廿日市市の部活動地域展開において、地域クラブ活動の円滑な運営・普及を支援

するため、地域クラブポータルサイトシステムの構築・保守運用を実施するとともに、地域に

おける安定したクラブ活動基盤の整備を図ることを目的とする。 

 

４　資格要件 

本業務の受託者は、以下の要件をすべて満たすこと。 

(1)　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であ

ること。 

(2)  応募開始の日から契約締結日までの間のいずれの日においても、市の指名除外を受けてい

ない者であること。 

(3)  経営不振の状態（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項の規定に基づ

き更生手続開始の申し立てをしたとき、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条

第１項の規定に基づき民事再生法手続開始の申立てをしたとき等）にない者であること。 

(4)　破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てをしている者でないこ

と。 

(5)　廿日市市暴力団排除条例（平成２４年条例第２号）第２条第１号に規定する暴力団及び同

条第２号に規定する暴力団員でないこと。 

(6)　法人であること。 

(7)　同種業務又は類似業務の実績、本業務を遂行する十分な能力及び適正な執行体制を有して

いること。 

(8)　個人情報の保護について、本市の施策に準じた措置を講じることができること。 

(9)　運営会社及び親会社の本社所在地がすべて国内にある企業であること。 

(10) 市、学校及び地域クラブへ操作説明する等のサポート対応が実施できる体制を有している

こと。また、市担当者のみならず、利用する外部指導者、保護者等からの問合せにも対応で

きるサポート体制を有していること。 
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５　業務の体制 

受託者は本業務委託の遂行にあたっては、責任者及び担当者を置き、市の指示に迅速に対応

できる業務体制を組むものとする。 

　受託者は、市が本業務の目的を達成することが困難であると認めた場合には、事前に市と協

議のうえ担当者等の交代を行うことができるものとする。 

 

６　業務内容 

委託業務の内容は次のとおりとする。本仕様書の内容以外に効果的な方策や取組があれば積

極的に提案すること。 

廿日市市内における地域クラブ活動の情報掲載・問合せを円滑に行えるWEBシステムの構

築・運用保守を行う。 

ア　基本要件 

(ｱ)　対応OS：Windows、Mac、iOS、Android / 対応ブラウザ：Chrome、Safari、Microsoft 

Edge / Webアプリケーション形式で提供すること。 

(ｲ)　２４時間３６５日サービス提供が可能であること。 

(ｳ)　市のホームページ上ではなく、独立したシステムとして開設すること。 

(ｴ)　編集・更新等の操作が簡便にでき、専用の管理画面上で操作が完結すること。 

イ　権限区分 

親アカウント（市）、子アカウント（地域クラブ・指導者）、一般ユーザー（生徒・保

護者）の３種類の権限区分を有すること。 

ウ　親アカウント機能（市） 

(ｱ)　アカウントのアカウント作成申請を承認/却下できること。修正依頼をシステム上から

送信できること。 

(ｲ)　子アカウント情報の検索・絞り込み及び掲載情報の確認が可能であること。 

(ｳ)　子アカウントの登録情報変更・利用停止操作ができること。 

(ｴ)　システムのトップページへお知らせを掲載できること。 

(ｵ)　子アカウントへ周知や案内などのお知らせメールを一斉送信できること。 

(ｶ)　子アカウントが有する機能と同様の操作を行えること。 

エ　子アカウント機能（地域クラブ・指導者） 

(ｱ)　システム上のフォームからアカウント登録申請（地域クラブ・指導者）が可能である

こと。修正依頼があった場合は情報の編集及び再申請ができること。 

(ｲ)　各団体がフォームに必要情報を入力することで団体情報を掲載可能であること。掲載

情報は「団体・クラブ名」「概要説明」「種目」「地域」「主な活動場所」「主な活動

曜日」「団体の特色」等の項目とすること。 

(ｳ)　指導者がフォームに必要情報を入力することで、指導者登録申請が可能であること。
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登録情報は、「氏名」「ふりがな」「住所」「電話番号」「メールアドレス」「性別」

「生年月日」「指導種目」「所有資格」「通勤手段」「指導可能地域」等の項目とする

こと。 

(ｴ)　クラブへの問合せ受付が可能であること。問合せは指定したメールアドレスに自動送

信されること。 

(ｵ)　単発のイベントの作成、募集受付が可能であること。 

(ｶ)　詳細の更新、削除等が容易に可能であること。 

(ｷ)　学校の月間スケジュールが掲載可能であること。 

オ　一般ユーザー機能（生徒・保護者） 

(ｱ)　種目や地域で絞り込み検索を行い団体・クラブの検索が可能であること。 

(ｲ)　トップページから地域クラブポータルのご利用の流れを確認可能であること。 

(ｳ)　条件に該当する地域クラブ活動の検索結果一覧を確認可能であること。 

(ｴ)　活動紹介ページ（団体名、タイトル、活動内容、問合せ、団体の特色）を確認可能で

あること。 

(ｵ)　各団体及び指導者への問合せが容易であること。 

 

７　セキュリティ要件 

以下の要件はすべてのシステムに共通して適用する。 

(1)　人情報の保護・各種法令遵守を徹底し、健全かつ安全な業務執行を図ること。 

(2)　サービスは日本国内のデータセンターで稼働するクラウドサービスで提供すること。 

(3)　ブラウザとサーバー間のアクセスはSSL/TLSで通信が暗号化されていること。 

(4)　データセンターは耐震もしくは免震構造の建物であり、火災・停電・漏電等の災害対策が

行われていること。 

(5)　サーバー障害・不正アクセス等への必要な対策を講じること。 

(6)　各システムに係るセキュリティ及び個人情報保護の取扱いについては、民法、刑法、著作

権法、不正アクセス行為の禁止等に関する法律、個人情報の保護に関する法律等の関連法規

及び廿日市市が規定する関連法規等を遵守し、適切に実施すること。 

 

８　導入支援・運用サポート 

(1)　市担当者や指導者などの各サービス利用者に対する操作・運用研修を適宜実施すること。 

(2)　操作・運用マニュアル等を整備し、利用者に提供すること。 

(3)　委託者に求められた際に、問合せ対応について報告を行うこと。 

(4)　クレームが発生した場合は速やかに委託者へ報告すること。翌営業日午前中までを努力目

標とする。 

(5)　緊急対応が必要な事案については、電話にて速やかに委託者へ報告すること。 
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９　管理運用及び保守 

(1)　市の全体管理者からの問合せ窓口を設け、平日における問合せ（時間帯は別途協議）に対

応すること。 

(2)　地域クラブ活動の増設等でアカウント追加等の対応が必要な場合は、柔軟に対応すること。 

(3)　サーバーの維持・管理を行うこと。 

(4)　万が一システムの停止が確認された場合、受託者は最大限の努力を払い、システムの復旧

に努めること。 

(5)　受託者はシステム復旧後に原因の調査と対策を行い、速やかに委託者へ報告を行うこと。 

(6)　適切なデータバックアップのポリシー（例：週１回フルバックアップ、日次差分バックア

ップ等）を示すこと。 

(7)　ネットワークやサーバーへの不正な侵入等を検知・遮断する仕組みを構築・維持すること。 

(8)　市（推進委員会）からシステム利用方法などについての問合せに対して業務委託料内で可

能な範囲でメール・電話・WEB会議等で対応を行うこと。 

(9)　システム停止を伴うメンテナンスは原則２週間前に市に通知すること。 

(10) OS・ミドルウェア・ブラウザ等はサポート期限切れにならないよう、適切にパッチ適用及

びシステム改修を実施すること。 

 

１０　委託業務の対象経費 

本業務において認められる経費は、地域クラブポータルサイト構築費、保守・運用費とする。 

 

１１　事故報告 

　　本業務の遂行において、予測できない事案、天変地異、事故や事件等が生じた場合又は生じ

るおそれがある場合は、速やかに委託者に報告し、必要な指示を得ること。 

 

１２　業務の確認 

(1)　委託者は報告を受けた時は、速やかに履行状況を確認するとともに、必要に応じて現地確

認を行うこととし、受託者は委託者からの求めによりこれに立ち会うこと。 

(2)　委託者が行った調査の結果、仕様書の内容を満たさない履行状況であると判断した場合に

は、委託者の指示に従い受託者は速やかに改善すること。 

 

１３　業務委託料の支払い等 

受託者は、委託業務完了報告及び委託者による業務の確認の後、委託料の支払いを請求する

ことができる。 
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１４　成果物 

納品物は以下のとおりとし、納入時期・部数・データ形式については委託者との相談のうえ

決定すること。 

(1)　システム（ポータルサイト）の管理者アカウント情報 

(2)　システム利用者マニュアル（管理者用・利用者用） 

 

１５　書類等の整備 

受託者は、本業務の実績を明らかにする帳簿及び証拠書類を整備し、業務が完了した日の属

する会計年度の終了後５年間保存すること。 

 

１６　業務の引継 

受託者は、契約期間が終了するまでに後任の受託者への必要情報の引継ぎを行うこと。将来、

別ベンダーのシステムを調達した場合は、データ移行の際のデータ抽出等に協力的に対応する

こと。 

１７　著作権の譲渡等 

本業務に係る成果物の著作権等の取扱いは、次の各号に定めるところによる。 

(1)　成果物のうち本件プログラムの著作物について、本件プログラムに結合され又は組み込ま

れたもので受託者が従前から有していたプログラム（コンテンツ及びデータベースを含む。）

の著作権及び受託者が本業務の実施中新たに作成したプログラム（コンテンツ及びデータベ

ースを含む。）の著作権は受託者に留保されるものとする。ただし、委託者が独自のカスタ

マイズとして変更を行った箇所において、本業務の受託者は、著作権法第２１条（複製権）、

第２６条の２（譲渡権）、第２３条（公衆送信権等）、第２６条の３（貸与権）、第２７条

（翻訳権・翻案権等）及び第２８条（二次的著作物の利用に関する原著作者の権利）に規定

する権利及びその他の知的財産権は、すべて委託者に無償で譲渡するものとする。 

(2)　委託者は本契約に基づき利用する限りにおいて、受託者に留保されている著作物等を自由

に利用することができる。ただし、本件プログラムを他の事業者に共有・譲渡する場合は受

託者と合意の上で行うものとする。 

(3)　納入物のうちドキュメントの著作物については次の定めに従い、取り扱うものとする。受

託者が従前から有していたドキュメントの著作権及び受託者が本業務の実施において新たに

単独で著作したドキュメントの著作権は、受託者に留保されるものとし、委託者は、本契約

に基づき本件ソフトウェアを自己利用するために必要な範囲でこれら著作権法に従って利用

できる。委託者及び受託者が本件業務遂行において共同で著作したドキュメントの著作権は、

委託者と受託者の共有（持分均等）とし、委託者及び受託者は相手方の同意等を要すること

なく、著作権法に基づき自ら利用し、第三者に対し利用を許諾することができる。ただし、

その持分を第三者へ譲渡し又は質権の目的とする場合及び当該共同著作権の行使をする場合
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は、相手方と事前に協議の上、書面によるその同意を要するものとする。 

(4)　成果物について、受託者その他第三者が著作者人格権、実演家人格権、その他の人格的権

利を有する場合には、合理的に可能な範囲で、委託者及び委託者の指定する第三者に対して

当該権利を行使せず、また第三者が行使しないよう措置するものとする。 

(5)　三者の著作権、肖像権その他すべての権利についての交渉、処理は委託者が行うこととす

る。 

 

１８　個人情報の取扱い及び守秘義務 

(1)　各システムを通じて取り扱う個人情報については、個人情報の保護に関する法律ほか関係

法令に基づき、漏えい・滅失・き損の防止その他個人情報の保護に努めなければならない。 

(2)　受託者は、本事業を行うにあたり業務上知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の利益のた

めに利用してはならない。また、業務委託終了後も同様とする。 

(3)　相談業務により知り得た相談者等の個人情報については、業務完了後に速やかに廃棄し、

個人情報処分報告書を委託者に提出すること。 

 

１９　その他事業実施にあたっての留意事項 

(1)　本業務の実施に当たっては、委託者と綿密に協議又は打合せを行うとともに、委託者の指

示に従い誠実に業務を進めるものとする。なお、協議又は打合せは、委託者の求めに応じて

実施するものとし、場所については委託者の指示に従うものとする。協議又は打合せの内容

については、その都度、受託者が書面に記録し、相互に確認すること。 

(2)　本業務の実施に際しては、変更が生じる可能性があるが、その場合も柔軟な対応に努める

こと。 

(3)　受託者は、やむを得ない事情により、本仕様書の変更を必要とする場合には、あらかじめ

委託者と協議の上、承認を得ること。 

(4)　受託者は、本業務の全部又は主たる部分を一括して第三者に委託し、又は請け負わせては

ならない。しかし、一部業務の再委託は委託者の事前承諾を得て可能とする。 

(5)　業務に関連して委託者が資料作成を求める場合は、紙媒体及びデータで提出すること。作

成部数、データ形式等に関しては、委託者の指示に従うこと。 

(6)　委託者は、受託者の委託業務の処理状況について調査し、又は受託者に対し必要な資料等

の提出を求めることができるとともに、委託業務の処理について、受託者に意見を述べるこ

とができるものとする。 

(7)　導入構築の過程で、随時会議の場を設けること。会議は、委託者あるいは受託者の要請に

より、委託者指定の場所またはオンラインで行うこと。受託者は、議事録を作成すること。 

(8)　工程に遅延が発生した場合に、リカバリ手段を定例会等で委託者に報告すること。 

(9)　本仕様書に疑義が生じたとき又は本仕様書に定めのない事項についてはその都度、受託者
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と委託者が協議してこれを定めること。 

(10) 契約締結の日からおおむね１００日には、市がデモ画面を操作できる環境を用意し、市と

受託者協議の上で最終的な納品を目指すこと。 

　 


